
長江デルタの経済開発 と地域格差 に

関す る実証的分析 †

陳 雲*,戸 田 常 一**

1.は じ め に

1.1本 論文の 目的

中国の長江(揚 子江)下 流 に広がる長江デルタには,上 海のように50～70年 代 に重工業基地 と

して形成された地域や,江 蘇省や漸江省のように比較的に広大な農村 を含む地域が見 られ, 1978

年の 「改革 ・開放」以降,そ れぞれにおいて様々な経済開発の取 り組 みが行われて きた。本論文

では1980年 代 と90年 代 に焦点を当て,長 江デルタにおける経済開発 と地域格差を実証的に分析

し,今 後の政策課題 を考察する。また,長 江デルタでは80年 代以来中国の経済開発が抱 える課題

を集中的に反映していることか ら,こ の地域 において明 らかになった知見 は他の地域の開発 に

とって も大 きな意義 を持つ と考えられる。

1.2本 論文の位置づけ

ここで,本 論文 に関連 した既往研究を整理 し,そ れを通 じて本論文の位置づけを明 らかにする。

表1に 示すように,中 国の地域格差に対する既往研究 には,以 下のような特徴が見 られる。

① 研究対象地域 として,特 定の都市群 を対象地域 にした格差の研究はあまり見 られず,そ の代

わ りに,次 のような対象地域がよく取 り上 げられた。(i)大 スケールでの3大 地帯(東 部,中 部,

西部)間,沿 海・内陸間,省 間 期(ii)省 内地域間; (iii)都市部門・農村部門間; (iv)農 村部門間 期

(v)都 市部門間; (vi)80年 代以来の成長地域 とそうでない地域間。②80年 代以来実行 された

沿海開放戦略の是正や,貧 困問題の解決 をね らいとし,各 々の研究対象地域 に視点を置 く研究が

多い。

これ らに対 して,本 論文の特徴は以下のようにまとめることができる。

①90年 代の中国の経済開発において,特 に注目を浴びている長江デルタ地域 を研究対象に取

り上げ,更 に 「長江デルタ」 を 「広域の長江デルタ」と 「狭域の長江デルタ」に分けて扱うこと

とする(図1を 参照)。前者 は上海直轄市,江 蘇省,浙 江省の全体 を指し, 21都 市 を包含 している。

† 本論文は
,平 成12年 度 日本地域学会年次大会(東 北学院大学で開催)に おいての報告内容 をもとに作成 し

たものであ り,学 会報告の場において,阿 部宏史教授(岡 山大学環境理工学部)並 びに信国真載教授(名 古

屋市立大学経済学部 附属経済研究所長)に,討 論の労 をとっていただ き,貴 重 な御意見,コ メン トをいただ
いた。 ここで両先生 に対 して厚 くお礼 を申 し上 げたい。

* 元広島大学大学院国際協力研究科博士課程後期,現 在,中 国 ・復旦大学国際関係 ・公共事務学院
** 広島大学経済学部

107



108 陳 ・戸 田

表1　 中国 における地域格差 に関す る先行研究例

後者は上海 を含め上海を緊密に囲む14都 市 を指す。なお,本 論文 における 「狭域 の長江デルタ」

14都 市の地理的範囲は, 1985年 に 「沿海開放地域」の一つ として指定 された 「長江デルタ」とほ

ぼ一致 している。

ここで指摘 してお くべ きことがある。研究譜の中の 「都市部門」は,都 市戸籍を持つ都市住民

及び彼 らが住む 「城」域を意味する場合が多い。本論文で扱 う 「都市」は,「市が県を指導する体

制」を実施する広域都市行政区域 の全体 を指し,「城」域である 「市轄区」(表1の 研究譜の中の

「都市部門」)の ほか,農 村地域である 「県 ・郷」(研 究譜の中の 「農村部門」)も 多数含んでいる

(具体的な説明についは本論文の第5章 を参照)。 中国におけるこのような 「都市」の形態により,

「都市化水準」を現す 「非農業人口」を長江デルタ都市間格差の候補説明要因 として導入すること
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図1　 長江 デルタ諸都市

とし,ま た これは比較研究 を行 う時に,日 本の 「市」ではな く日本の 「県」を 比較対象地域 とし

て選ぶ理由ともなっている。

② 個々の地域 を単独に扱 うよりも,よ り広範な視点で 「貧困脱出・格差是正」や,「 経済発展」

などの開発課題 を考える。ちなみに本論文では,地 域格差 を地域経済圏の形成 と関連づ けて検討

する。その理由は,地域開発目標における開発 と格差に対する次のような認識に基づいている。①

地域経済全体のレベルアップが望 ましく,且 つ ② 長期期的に地域内部単位間の格差の縮小が望ま

しい。

地域格差 に関する開発経済論 としてミュルダール(G. Myrdal)の 「循環的・累積的貧困説」[11]

が有名であるが,「 貧困の循環・累積」が現れる原因 として,低 開発国における市場の未成熟が経

済の波及効果を妨げることが指摘されている。逆に市場の整備が進んだ開発国では,地 域間に「逆

流効果」の発生 とともに,「波及効果」も円滑に働 き,後 者が前者 を卓越する場合に,地 域格差が

縮小するもの と考 えられる。つまり,経 済発展 と同時に格差の縮小 も望める環境 として,こ のよ

うな 「波及効果」がうまく働 く 「地域経済圏」の形成が望 ましい と言えよう。従って,中 国のよ

うな計画経済体制の経験国にとって,従 来の行政の縦割 り・横割 りによる分断化 した地域経済か

ら脱出し,地 域経済圏を形成 させることは急務であると考える。

一方中国では,「通勤率」,「通学率」など日本 において一般的に使われている 「圏域」を計 る指



110 陳 ・戸 田

標が確立 されていないため,本 論文 において 「地域経済圏の形成」を議論する時には,「 圏域」を

計 ることを狙い とするのではな く,中 国のような計画経済体制の経験国にとって,ま とまった経

済圏 を形成 させるための条件の検討 に主眼を置 く。因みに本論文では,そ の条件 として主 に ① 国

有企業改革を中心 とした地域における市場化体制の整備, ② 地域成長中心の創出 とその背後地

のバ ックアップが不可欠であるとの仮説 を設けている。

なお本論文では,「1人 当 りGDP」 を長江デルタ都市(省)間 の格差指標にし,「倍率」(最 大値/

最小値)と 「変動係数」(標 準偏差/平 均値)を 格差の水準を計 る主な指標 とする。

「1人当 りGDP」(或 いは 「1人当たりGNP」,「1人 当 り所得」など)を 地域(都 市)間 格差の

指標 として使用す ることは,既 往研究の中でよ く見 られる。その理由として,「GDP」 で示す地域

間の格差は地域間の経済的規模の格差を意味するのに対 して,「1人 当りGDP」 で示す地域間の格

差は,地 域の経済的規模の影響が除かれた 「1人当 りのGDP生 産性」の格差 を意味すると考 えら

れる。

1.3本 論文の内容

本論文では, 80年 代 と90年 代の長江デルタにおける格差 の実態 とその規定要因を考察 し,併 せ

て地域経済局面の変遷 を比較 し,分 析を行 う。そのうち,特 に 「地域経済圏形成」 に関する上述

した二つの条件が初期的に備 えられた90年 代の長江デルタ地域に対 して,「 金融機能」 に着目し

た都市機能の階層構造 を実証的に分析する。

更に,長 江デルタに固有の経済開発における政策課題 を明 らかにすることを狙いとし,戦 後日

本の経済開発 を比較対象 として取 り上げる。長江デルタ諸都市 と日本47都 道府県の格差実態,格

差規定要因,そ して地域階層構造などの比較分析 を行い,互 いの類似 点 と相違点を考察する。

なお,本 論文で,地 域格差 の実態及び規定要因に関する検証 と地域経済局面に対する検証に当

たっては,以 下のような内在的関連があると考える(図2)。

つまり,「地域格差の実態」は,地 域経済圏成立 に必要な条件 の一つである 「地域成長中心」が

図2　地域格差検証と地域経済局面検証の内在関連性概念図
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在 るか否かを判断・説明する根拠 となる。一方,「地域格差の規定要因」 は,そ のまま 「地域成長

中心」が在 るか否かの要因の説明や,地 域経済圏が成 り立つもう一つの条件である 「市場化体制

の整備状況」の判断 ・説明根拠 となる。

2. 80年 代の経済開発戦略と長江デルタにおける地域格差

2.1 80年 代長江デルタにおける地域格差の実態

「沿海開発 ・開放戦略」が実施 された80年 代の長江デルタ地域では,格 差の実態 に関 して次の

ような特徴が見 られた。表2に よると, (i)81年 と90年 の1人 当 りGDP(81年 は工農業総生

産)の 順位について,上 海市 は一貫 して1位 であったが,浙 江省は8位 か ら6位 へ,江 蘇省は5位

から7位(一 級行政区の中で都市である北京,天 津 を除けば,江,浙 両省の強烈なライバルになっ

たのは華南地域にある 「広東モデル」地域)へ と変動 した。(ii)85～90年 の1人 当りGDP成 長

率の順位 は,上 海市 は27位 であり,地 盤沈下が目立った。一方,江 蘇省 は10位,浙 江省 は11位

であり,そ れぞれ上海 を大 きく上回った。そして図3に よると, (iii)上海市 と江,浙 両省の1人

当 りGDPの 格差 も,倍 率,変 動係数の両方 とも80～90年 の間,大 幅に縮 まった。

要するに, 80年 代の長江デルタにおいては上海 と周辺地域間の格差が縮まったものの,そ れは

表2　 省別1人 当 りGDP(名 目)成 長率及 び順位変化

注: (1) 81年 は,1人 当 り工農業総生産の値。(2)『 中国統計 年鑑』各年版,『 中国富力』97, 99年 版

な どによ り整理,計 算。

図3　 上海市,江 蘇省,浙 江省間 における1人 当 りGDP(名 目)格 差の推移
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主に上海の地盤沈下 によるもの と考えられる。

2.2 80年 代長江デルタにおける都市間1人 当 りGDP格 差の規定要因分析

1.分 析モデル

中兼和津次[13]は 経済のパフォーマンスが主に「初期期条件」(自然地理,人 文地理,歴 史文化,

更に地域の出発点における経済水準や資本,技 術集約度,そ れに経済構造に分類),「 体制 ・制度

的要因」(その地域 に支配的な企業形態や組識,経 済メカニズム,そ れに政府の性格など),「政策

的要因」(投 資,財 政,産 業政策 など)と いう三つのタイプの要因によって決定されると指摘 し,

分析 を行 った。実際に,先 行研究である渡辺[18],呉[19], Khan [1],加 藤[9],陳[4]な どに

おいて考慮されている中国の地域格差要因に関 して も,大 半はこの3タ イプの要因に相当するも

のである。

これらを踏 まえて,本 論文では,長 江デルタの狭域14都 市 と広域21都 市の2つ のケースにつ

いて,重 回帰タイプの線形モデルを推計することを通 じて, 85年 及び90年 代各年別 における都市

間格差の要因分析 を試みる。推計に当っては,以 下の式を用いる。

Y=a+b1X1+b2X2+b3X3+b4X4+b5X5+b6X6+b7X7 (1)

式(1)の 中で,被 説明変数Yは1人 当 りGDP(元)で あ り,各 説明変数即ち90年 代長江デル

タにおける都市間の格差規定要因を以下の 「格差規定候補要因グループ」から選定することとす

る。即ち ①X1: GDPに 占める 「第2次 産業」或いは 「第3次 産業」値(億 元), ②X2:地 方財

政歳入(万 元), ③X3:非 国有工業生産額(万 元), ④X4:外 資直接投資(万 ドル), ⑤X5:非

農業人 口(万 人), ⑥X6:固 定資産投資(万 元), ⑦X7:重 工業生産額(万 元)。

「格差規定候補要因グループ」の選定に当っては,本 来 は文化,教 育,地 理などに関連 した様々

な要因を組み込む ことが望ましいが,入手できる都市 レベルのデータが限られていることか ら,主

に都市の経済水準に直接影響 を及ぼす と考えられる変数に限定 した。ここで, 80年 代及び90年 代

における経済開発の実態 と関連づ けながら,各 説明変数を取 り上げる背景や理由を説明す る。

① 「第2次 産業」或いは 「第3次 産業」候補説明変数に関 して

80年 代以来,「 ペティ・クラーク法則」は中国においても成立 した[7]。 つまり豊かな省ほど第

1次 産業の割合が低 く,付加価値生産性の優れた第2次 産業 と第3次 産業の割合が高い。本論文 に

おいて「第2次 産業」と「第3次 産業」を別々 に回帰式の説明変数 として使用 している理由は,「多

重共線性」の存在が事前のデータチェックで判明したからである。 また,「 ペティ・クラーク法則」

においては,第2次 産業 と第3次 産業のどちらが より付加価値生産性が高いかは確定できないと

述べ られている(そ れぞれにおいて含 まれる具体的な業種によって違 うからである。長江デルタ

諸都市のデータに関しては,現 在 のところで トータル としての第2次 或いは第3次 産業のデータ

しか得 られない)。よって,ど ちらを説明変数 として使用するほうがより相応 しいかを判断するこ

とは困難である。従って,二 通 りに分類 し,推 計を行った。
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表3　省別財政歳入成長率

注:「 中国統計年鑑」各版,「 中国富力」97, 99年 版等 により

計算,整 理。

② 「地方財政歳入」候補説明変数に関して

地方財政制度が地域格差 に与える影響を検討 した代表的な研究 として,呉 軍華[19]が あげら

れる。呉は 「財政制度」を80年 代中国省間1人 当 り所得格差の一つ と考え,異 なった財政制度を

設 けていた省の間にダ ミー変数 を導入し回帰分析を行った。具体的には,政 策的に財政支援を受

けた 「少数民族地域」 と 「改革開放実験地域」を1に,そ の他 を0に して,導 入す る前 より良好

な回帰式を得た。他に,胡 鞍鋼などの研究[7]に おいても似たような指摘があった。

それでは, 80年 代長江デルタにおける1人 当 りGDP格 差 に対しては,財政制度の規定力があっ

たであろうか。表3に 示す省間財政歳入の成長率 を見ると, 80年 代 に,上海市ではマイナス0.82%

を記録 したのに対 して,江 蘇省 は7.69%,浙 江省 は13.23%に 増大 した。一番恩恵を受けた広東省,

福建省,海 南省(1988年 以降)三 省ではそれぞれ12.93%, 14.64%, 17.1%に 達 した。財政収入成

長率の格差が存在 した と同時に,上 海市 と広東省の財政収入 に占める中央への上納金比率は, 90

年に前者 は67%,後 者は30%で あり, 2倍 以上の差が見られた[17]。

しか しそれだ けでは即財政制度が地域格差を生み出したという結論 を導 くことができない。そ

こで,80年 代の長江デルタにおいて財政制度の規定力を明らかにするために,「地方財政歳入」を

候補説明変数の一つ として導入することとした。

③ 「非国有工業生産額」 と 「重工業生産額」候補説明変数 に関して

80年 代の 「沿海開放戦略」は,農 村 における家族請負制の実施や郷鎮企業の展開,経 済特区な

ど開放地域の指定か ら始 まった。迂回的,漸 進的な改革の積 み重ねを通して,郷 鎮企業,私 営企

業,個 人企業,外 資企業な どの非国有セクターが市場経済の担い手 として急速 に成長 し,こ れに

対 して,国 有企業の多 くは自由市場化の波に適応で きず,赤 字経営に陥ることになった。

80年 代 における成長産業は労働集約型,加 工型,そ して軽工業 を特徴にしていた。その大きな

理由は,「漸進的改革」の もとで生じた歪んだ価格体系(「双軌制」)が これらの業種に高い収益性

をもた らしたためである[19]。80年 代の中国における経済成長のモデル地域は,「広東モデル」と
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「江浙モデル」に要約できるが,こ れ らの地域において上記の産業の成長が顕著に見られた。

「広東モデル」はいわゆる 「外資活用型」のモデルである。91年 に「輸出の全国に占めるシェア」

について,広 東省は断然 トップの22.8%で あった。一方,「江浙モデル」はいわゆる「郷鎮企業型」

である。91年 の江蘇省 と浙江省における「非国有セクター生産額」の割合 は,上 海市はもとより,

「広東モデル」の広東省 と福建省を凌 ぎ, 91年 には70%に 達 した。そのため, 80年 代の改革・開

放政策のもとで,広 東省,江 蘇省,浙 江省など非国有セクター中心の地域 と上海市な ど国有セク

ター中心の伝統的工業地域 の間の格差は一層際立ってきた。

工業の業種構成の面では,広 東,江 蘇,浙 江の各省 は軽工業のシェアが高 く,上 海市は重工業

のシェアが高い地域である。また,産 業組織の面では,前 者で非国有の部門の比率が高 く,上 海

市ではその比率が極 めて低い。1991年 に上海市の工業生産 に占める軽工業 と非国有企業の比率

は,そ れぞれ50.1%と35.1%で あり,広 東,浙 江,江 蘇各省 と比較すると,い ずれ も低いもので

ある[24]。 このような差異が市場経済移行期 における地域間格差 をもた らした と考えられる[7]

 [18] [20]。

④ 「外資直接投資」 と 「固定資産投資」候補説明変数に関 して

78年 の 「改革 ・開放」以来,外 資の中国市場への進出が活発 になり,経 済成長に多大なインパ

ク トを与えた。上述 したように,「広東モデル」は 「外資活用モデル」とも言われた。90年 代 に中

国経済開発の重点が長江デルタに移 り,こ の地域の投資構造に大 きな変化 をもたらした。

1978年 まで,一 元的であった中央政府投資主体は改革 ・開放期 に,中 央政府,各 地方政府,国

有企業,集 団企業,三 資企業,個 人投資者,外 国事業家な どに多元化していった。従来,基 本建

設投資 に占める国の投資(主 として中央財政投資)の 割合 は, 80～90%を 占めていたが,改 革・

開放以来,年 々減少 し続 けて きた。1985年 が37.5%, 1989年 が20.8%,そ して1992年 には10.2%

に下がった。そのかわ り,銀 行貸付投資,さ まざまなルー トか らの投資,証 券,株 などの資金調

達,外 資利用の割合がそれぞれ増加することになった[26]。 一方,中 国の投資政策 は, 80年 代以

来平均所得の高 い省ほ ど1人 当 り固定資産投資が多 くな る傾向がある とい う指摘 もあ る[7]

 [12]。 これらの状況 を考慮 したうえで,長 江デルタにおける 「外資直接投資」と 「固定資産投資」

を候補変数 として導入 した。

⑤ 「非農業人口」候補説明変数に関して

長江デルタにおける諸都市は,「市が県を指導する体制」を実施する 「広域行政都市」であるた

め,内 部に農村地域が含 まれている。つまり一つの都市広域行政区域内に,「都市部門」(「城」)と

「農村部門」(「県・郷」)の 両方が含まれている。よって,「 非農業人口」は 「都市化水準」 を反映

している。先行研究の中で,中 国の 「都市部門間」,「農村部門間」そして 「都市部門 と農村部門

間」における格差の実態 と規定要因分析が行われたが,本 論文では,「非農業人口」変数 を用いて,

「都市化水準」が広域行政都市間の格差にどのような規定力があるのかを考察する。

2.分 析結果

重回帰分析の結果 を表4に 示す。説明変数の選定は逓減法により随時再計算 したものである。ま
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表4　 80年 代長江 デルタ都市間1人 当 りGDP格 差の規定要因分析(重 回帰分析・標準化偏回帰

係数)

注(1) *マ ー ク:「重 工 業 生 産 額」を候 補 説 明 変 数 と して 導 入 す る場 合 の分 析 結 果。

(2) 85年 の被説 明変数 は 「1人当 り工農業総生産」 とし,そ れに応 じて説明変数 に第2次

或 いは第3次 産業の変わ りに 「工業総生産」 を採用。

(3)『 上海統計年鑑』,『江蘇統計年鑑』,『浙江統計年鑑』,『中国城市統計年鑑』各年版 に よ

り整理 ・計算。

た各候補説明変数の元データの単位が違 うため,得 られた偏回帰係数の標準化 を行った。85年 と

90年 の分析結果を見ると,「非国有工業生産額」が主な要因 として選定されたほか, 14都 市の場

合においては「重工業生産額」,「地方財政歳入」,「固定資産投資」, 21都 市の場合においては,「重

工業生産額」 と 「外資直接投資」 も規定要因として抽出できた。

要するに,狭 域の長江デルタにおいて,「地方財政歳入」 と 「固定資産投資」 とい う国内投資,

地方財政などの要因が地域格差の規定要因になっている一方,広 域の長江デルタ全体から見ると,

「外資直接投資」という 「開放度要因」が地域格差を規定 している。狭域の長江デルタ全体が国の

「沿海開放地域」 として指定 されたのは85年 であり,外 資の受 け皿 としての 「国家 レベルの経済

開発区」(7ヶ所)は80年 代には主に狭域の長江デルタ都市に集中的に立地 していたためであろう。

これ らの検出した要因を90年 代の経済開発状況の中で更 に見守 る必要がある。

2.3 80年 代の長江デルタにおける地域経済の局面-「 上海経済区」の実例

80年 代 において,「非国有セクター」に代表 される 「体制的要因」が もたらした上海市の地盤沈

下,経 済活気の喪失 とその背後地である江蘇省,浙 江省の経済成長は,長 江デルタの地域経済局

面 にどのような影響 を与 えたのであろうか。「上海経済区」の実例 を考察する。
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図4 80年 代 「上海 経 済 区 」 の拡 大 過 程

  注:『 人 民 日報 』(1983年4月7日,1984年12月17日,1986年8月23日)に よ り作 成

 図4に 示されるように,「上海経済区」は1982年12月 に指定 され,1983年4月 公布されたが,

その地域の範囲は狭域の長江デルタを包含 していた。すなわち,上 海,江 蘇省の無錫,蘇 州,

浙江省の杭州,寧 波など10市 とその周辺県を含む範囲である。1984年10月 に,上 海,江 蘇,浙 江,

安徽の3省 ・1直轄市に拡大され,同 年12月 に,江 西省が加 えられた。更に,1986年8月 に福建

省が入 り,6省 ・直轄市 となった。

 上海経済区拡大の目的は,地 区分割の弊害を打破 し,一 つの広域地域経済圏の結成 を図 ろうと

するものであった。すなわち,経 済協力地域の拡大によって,エ ネルギー ・原材料 ・労働力など

の不足 を相互に補完 し,合 理的な経済構造 と産業配置を行なうことであった。ところが,80年 代

前半に拡大 してきた地域範囲は80年 代後半になると縮められた。しかも,上 海経済区の協調機構

であった 「上海経済区計画弁公室」も,80年 代末には自然解散 となった。 これは80年 代の長江デ

ルタ地域は一つに地域経済圏の形成 に至 らなかったことを意味すると考える。その要因を考察す

る。

 ① 一番の要因は,上 海 の地盤沈下による地域成長中心の不在であった と考 えられ る。 この時

期に,上 海を囲む 「江浙 モデル」地域の成功により,上 海 と周辺地域 との格差が縮小 した ものの,

長江デルタ地域全体のレベルアップ,そ して地域経済圏の形成 につながるには,80年 代に続いた

地域成長のための中心不在の局面を変えなければならない。

 ② 移行期の経済体制の特徴 も要因 として考えられる。80年 代に,省 の下位にある市 ・県は行

政・財政 において,多 くの自主裁量権 を持たなかったが故に,省 の同意 と支持を得なければ,「上

海経済区」の政策決定 と運営に参加 しに くかったもの と考 えられる。
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従って,長 江デルタを一つの地域経済圏 として形成させ るには,上 海市自身の改革(国 有企業

改革,産 業高度化,都 市の老朽化など)に よる地域域成長中心の創出と中央,省,各 級地方の間の

財政権 と行政権の適正化を含む この地域の市場化体制の健全化が不可欠であると考えられる。

3. 90年 代長江デルタの経済開発 と地域格差

3.1「T字 型開放戦略」 と上海の再開発

90年 代 に,国 土の均衡ある発展 を目指す新たな 「全方位開発 ・開放」戦略が推進 され始めた。地

域開放の重点は上海市に移行 し,上 海市から長江 を通じて西南 に至る広大な内陸地域にも,対 外

開放 と開発のスポットライ トが当たるようになった。具体的には次にような開放政策が打ち出さ

れた。

即ち, ① 上海浦東開発の正式決定(1990年), ② 上海浦東開発 を速 める決定(1992年), ③

「三沿」開放 という全方位開放政策の打ち出し(1992年)で ある。なお 「三沿」には, 80年 代の

「沿海」開放のほかに,「沿江(長 江)」 地域,「 沿辺」の国境地域 も加えられ,新 たに指定された

開放都市 にも 「沿海開放都市」 と同様な優遇政策が与 えられた。 ここに至って,中 国の地域的な

対外開放の枠組は,経 済特区 ・沿海開放都市 ・沿海開放地域 ・沿江 ・内陸 ・国境開放都市 という

構成を持って,基 本的に完成 した。

その中で,長 江デルタの経済開発 と地域格差に特 に関わるのは,「T字 型開発戦略」である。「T

字型開発戦略」には次のような政策目標が込められていると考えられ る。①80年 代 に地盤沈下

が続いた上海経済の復活, ② その波及効果をデルタ周辺地域,更 に長江流域 に広げてい くという

経済地域の再編成である。

ハーシュマン(A. O. Hirschman)の 「不均整成長論」[6]の 地域的展開として,経 済力を集中

すべ き地域的中心地つ まり成長拠点(Growing Points)の 整備が唱 えられた。これはペルー

(Perroux)の 「成長の極」(Growing Po1es) [2]と 一致するところがある。ペルーの理論は,低

開発地域においてもっ とも成長の可能性が高い ところに拠点を設 け,こ こに産業連関効果や外部

経済効果の高い成長産業を集積 させ,こ れによって地域全体の成長を促進 させようという開発戦

略である。

「成長の極」理論の応用 として, 90年 代の長江デルタにおいて,多 種多様な開発区が有効 な政策

手段 として活用された。長江デルタ21都 市には国家レベルの開発区が26カ 所 もあり(うち24カ

所 は狭域の長江デルタに集中),全 国130カ 所のうちの約20%を 占めている(同 地域の面積は全

国の2.19%を 占める)。 また このうちで7カ 所 を除 けば,総 て90年 代 に設置された ものである

[3]。

3.2長 江デルタにおける地域格差の実態

90年 代の長江デルタ地域における1人 当 りGDP格 差の実態は次のようにまとめることがで き

る。
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図5長 江 デル タ都市間 にお ける1人 当 りGDP(名 目)格 差 の推移

  注:85年 は 「工農業総生産」

 (1)図5に 示 した長江デルタ都市間1人 当 りGDPの 格差実態には,次 のような特徴が見られ

る。

 ①95,96年 とい う格差の谷を迎 える前に,92～93年 に一つの ピークを経験 した。96年以降,格

差は緩やかに拡大に向かい,90年 代初期 とほぼ同じ格差水準に達 した。

 ② 格差全般 を見ると,21都 市の場合は14都 市の場合 を上回ったことが分かる。つまりもとも

と1人 当 りGDPの 高い長江デルタ14都 市は,広 域の21都 市 よりも平準化が進んでいる。これは

長江デルタにおける狭域の長江デルタの中核的な役割の発揮につながると考えられる。

 (2)上 海市 ・江蘇省 ・浙江省間の格差実態

 ① 前掲表2に は,90年 代における1人 当 りGDPの 全国順位の推移 を示 した。上海市は一貫 し

て1位 であったが,江 蘇省 は7位 から6,7位,浙 江省は6位 から4位 へ と上昇 した。

 ② また表2に は,85～90年 と90～98年 という二つの時期における1人 当 りGDP成 長率の全

国順位の推移 も示 した。比較すると,上 海市は27位 か ら4位,江 蘇省 は10位 か ら5位,浙 江省

は11位 から3位 へ とそれぞれの順位が大 きく上昇 した。特に上海市の順位上昇は著 しいもので

あった。

 ③ 図3に は,1人 当 りGDPの 倍率及び変動係数を示した。上海市,江 蘇省,浙 江省の間の格

差 は90～95年 の間に縮 まったが,96～98年 の間に,や や拡大 してきた。

 3.390年 代長江デルタにおける都市間1人 当りGDP格 差の規定要因分析

 90年 代長江デルタの経済開発は,80年 代に抱 えた問題からの再出発であると考え,重 回帰分析

における被説明変数 と説明変数には式(1)と 同様なものを用いる。

 なお,地 域の開放度 を反映する 「開発区」の設置は前述 したように,90年 代の長江デルタに重
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点的に行われた。 ここで,ダ ミー変数を導入 し,そ の政策的効果 を検討する。具体的には 「国家

レベルの開発区」が設置された都市(上 海,南 京,無 錫,常 州,蘇 州,南 通,連 雲港,杭 州,寧

波,温 州)を1,そ の他 を0に し, 92, 94, 96, 98年 の各年の候補説明変数に組み入れた。この場合,

式(1)は 以下のようになる。

Y=a+b1X1+b2X2+b3X3+b4X4+b5X5+b6X6+b7X7+rD8 (2)

このうち, D8は ダ ミー値である。

3.4格 差要因の検討

分析結果 は前掲の表5(14都 市の場合)と 表6(21都 市の場合)に 示 しているが,こ れらにつ

いて次のように考察できる。

(1) 14都 市 と21都 市の場合 とも,「非国有セクター工業生産額」が主な格差要因であることが

明らか となった。 ここで,「 非国有セクター」 に関わる90年 代の改革動向を説明す る。

90年 代の全方位開放戦略の打 ち出しについては,開 放地域の範囲拡大だけでな く,それ らの「市

場体制の実験場」 としての役割 も一層 深化 させた。生産要素の市場化,機 会の均等化 による競争

の促進,市 場環境の整備などが この期期の改革の重点になっていた。1994年1月1日,中 央政府 は,

財政 ・金融,外 資 ・投資,企 業制度な どの各方面で,一 連の重大な改革措置を発表 した。

これらに併せて,国 有企業に関しても株式化などの改革動向が徐々に見 られるようになった。し

表5　 90年 代14都 市 にお ける1人 当 りGDP格 差の規定要因

(重回帰分析 ・標準化偏 回帰係数)

注　(1) *マ ーク:「重工業生産額 」を候補説明変数 として導入 した場合の分析結果。

(2)『 上海統計年鑑 』,『江蘇統計年鑑』,『浙江統計年鑑』,『中国城市統計年鑑』各年版に より整理・計

算。
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かし90年 代前半の改革段階においては,株式化された国有企業の株に対 して国家 は絶大な支配権

を持 ち,且 つ国家所有株については株の流通 と譲渡 を許さないため,国 有企業に対する国家の温

情主義を根本的に解消することは依然 として困難であった。国有企業改革は97年 の朱鎔基首相の

「三大改革」(国 有企業,金 融市場,行 政)に 盛 り込 まれ,新 しい展開を見せた。98年 に,国 家株

を法人株に転換,更 に上場する案がまとまり,更 に99年3月 の憲法改正 と同時に,「非国有セク

ター」の法的地位はようや く確立 された。

98年 の14都 市の場合,「 非国有セクター」要因の標準化偏回帰係数が大幅な低下 を見せた原因

は,第2次 産業及び第3次 産業のような産業構造要因が規定力 を現 したためである。それにして

も, 90年 代 を通 じて 「非国有セクター」が最も重要な格差要因であることに変わ りがない。 これ

は,こ れから民営化・株式化 などを含む国有企業の改革を進 まない限 り,「非国有セクター」立地

の地域差が容易に埋 まらないことを示唆する。そして,「 国有企業改革」の徹底 は金融,行 政,市

場メカニズムなどの改革 と複雑に絡 んでいるのは言 うまで もないことである。

(2)「 外資直接投資」は, 14都 市 と21都 市の場合 とも, 90年 代の初頭に格差 の規定要因になっ

ている。それには以下のような理由が考えられる。(i)92年 上海浦東の開発及び鄧小平 「南方講

話」に誘発 した開発ブームが,長 江デルタにある程度の外資投資の平準化を与 えた。(ii) 96年 以

降,ア ジア金融危機 により外資投資の対前年度の後退が長江 デルタにおいて も同様 に生 じた。

(iii)「非国有セクター」の要因によって相殺 された部分 もある。因みに 「非国有工業」の中で,民

間企業 と外資企業が含 まれている。

(3)「 重工業生産額」については85年, 90年, 94年 のデータしか得 られなかったため,そ の

影響力を判断することは十分にはできないが,分 析結果においては, 14都 市 と21都 市の両場合 と

も, 85年 と90年 に規定力があった。

(4)「 国家 レベルの開発区」の政策的効果を見 るために, 21都 市の格差規定要因分析にダ ミー

変数 を導入 した。表6に 示した分析結果をみると, 92年, 94年, 96年, 98年 とも有意性が低 く,

その規定力が認 められなかった。つ まり,開 発区の集中している長江デルタにおいても,「開発区

設置」のような単純な政策的要因 よりも,「非国有セクター」に代表された 「体制的要因」のほう

が規定力は大 きい ものと考えられ る。

「開発区」の政策的効果の規定力が顕著でなかった原因は,以 下の三つにあると考 える。

① 「国家レベルの開発区」の設置は,「外資」な ど 「非国有セクター」の誘致 に重点を置 くと

は言 え,経 済全体 のパ フォーマンスに対 しては,立 地している都市の従来の体質が大きく関与 し

ていると考えられる。例 えば, 80年 代 の上海は, 14沿 海開放都市の一つ として指定され,他 の開

放都市で概ね1つ の 「国家レベルの開発区」を設置した状況の中,上 海では 「国家レベルの開発

区」が三つも設置された。 しかし重工業,そ して国有企業め基地 として築 き上げられた80年 代の

上海では,「上海経済区」失敗の実例から窺わせたように,こ のような政策優位性 を十分に発揮す

ることがで きなかった。

② 「国家レベルの開発区」は,旧 市街地の外延 に新規に設置され ることが多 く,面 積は広域都
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表6　 90年 代21都 市 における1人 当 りGDP格 差の規定要因(重 回帰分析.標 準化偏 回帰係数)

注 (1) *マ ーク:「重工業生産額」 を候補説明変数 とした導入 した場合の分析結果。

(2) **マ ーク:「国家 レベ レの開発区」の有無 によるダ ミー変数の導入結果:ダ ミー変数の有意性

が認 め られなかった。

(3)『 上海統計年鑑 』,『江蘇統計年鑑』,『浙江統計年鑑』,『中国城市統計年鑑』各年版 により整理 ・

計算。

市行政区域域のご く一部である。従って,「 国家 レベルの開発区」の設置によりす ぐに都市全体の変

革につながるとは考 えにくい。特にもともと国有セクターを中心 とした経済基盤が固い都市では,

一層その効果を現せ るためには時間の経過 を必要 としている
。

③ 1992年 末に鄧小平 「南方講話」以降,全 国的に 「開発区ブーム」が起 こったが,他 方, 93

年以降中国経済全体の成長率が事実上減退 していることか ら,「開発区」の設置効果 と経済成長 と

の関係は当面では明確な ものではないと言える。言いかえれば,中 国の経済成長 により複雑且つ

多様 な要因が働いていることが推測できる。

3.5広 域の長江デルタと狭域の長江デルタの特徴比較

表5と 表6を 再び比較すると,広 域 と狭域の長江デルタの間に次の ような相違が見 られる。

(1) 98年 の時点で,「 非農業人口」は14都 市の格差要因になっていたのに対 して, 21都 市の

格差要因にはなっていなかった。つまり98年 に,上 海 を中心 とした狭域の長江デルタでは,よ り

激 しい都市化が進行 した。その裏付 けとして,分 析結果の中では98年 に「第2次 産業」或いは「第

3次 産業」の規定力 も併せて現れた。

上海 を囲む14都 市においてより激 しい都市化が進行 した原因 として,郷鎮企業の成長が考えら

れる。一国内の成長拠点のもたらす 「逆流効果」は遠い地域 まで及ぶのに対 して,「 波及効果」は

成長拠点の周辺部分 に強 く作用 し,遠 くまで及ぶ力が弱いのが一般的である[14]。90年 代に「国
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際的金融 ・貿易 ・経済センター」 として国の強力的な政策のバックアップを受けた上海の周辺地

域域(狭 域の長江デルタ)に おいては,郷 鎮企業の成長を含み,真 っ先にその波及効果 を受けてい

ると考えられる。

(2)一 方,「 固定資産投資」は, 14都 市に対 して, 90, 92, 98年 の各年の成長格差 に影響を与 え

たが, 21都 市 に対しては全 く影響 しなかった。つまり,「固定資産投資」は長江デルタの外延に行

くほど平準化が進んでいた と考 えられ る。

なお, 90年 代初頭における 「固定資産投資」の規定力は, 92年鄧 小平の 「南方講話」に誘発 さ

れた投資ブームの反映 と考えられる。その時期に各級の地方政府の積極的な介入 もあ り,企 業は

過剰生産能力を抱 えるようになつた。それは93年 以降中国GDP成 長率の減速の原因となったと

いう指摘 もある[8]。 一方, 98年 における 「固定資産投資」の規定力は,ア ジア金融危機以降に

行われた 「財政発動」の政策的効果の現われで もあると考えられる。内需 を拡大するために,政

府が産業育成や,イ ンフラ建設,住 宅建設な どを行ったが,財 政逼迫のため,容 易に進 めること

はできない。因みに中国の国家歳入のGDPに 占める割合は, 98年 の時点で約12%で あり,日 本

の20%に 比べて低い。そして財政に占める債務収入の比率 は4割 弱であって,先 進諸国よりずい

ぶん高い数字である。

③ 「地方財政歳入」の規定力は14都 市の場合, 85年 と90年 に現れたが, 21都 市 に対 しては

規定力はなかった。つまり90年 代初頭に,長 江デルタの外延へ行 くほど 「地方財政歳入」の平準

化が進んでいた と言える。

また,「 地方財政歳入」が80年 代及び90年 代の初頭に規定力を発揮 した原因は, 94年 以降「分

税制」の実行 による税制改正にあると考えられる。「分税制」とは, 94年 に全国的に展開した新税

制である。主に中央 ・地方政府間の事務権 を明確にした上,「 地方税」,「中央税」,そ して 「共通

税」の三つに税 目を区分し徴収する課税制度である。分税制は, 80年 代以来低下 してきた中央税

収 に歯止めをかけ,中 央税収の増加メカニズムを確立することを目的 とし,同 時にそれまで財政

負担が極めて異なっていた地方財政に平準化 を与えるためとも考えられ る。しか し,中 央に収め

る税金の徴収は国税局ではな く,地 方の税務局 に委託 しているため,地 方税が優先的に徴収 され,

国税の確保 などになお問題が残 っている。

4.広 域の長江デルタ21都 市か らなる都市機能の階層構造

4.1 90年 代長江デルタ都市経済圏形成のための条件

上述 した90年 代長江デルタにおける格差状況の変化から,上 海経済の復活が明らかになった。

そして,上 海市 と江,浙 両省間の1人 当 りGDP並 びに成長率の全国での順位 はともに大 きく飛躍

した と同時に,上 海市 と江,浙 両省,及 び周辺諸都市間の格差は, 90～95年 の間に縮小 してきた

ことか ら,長 江デルタ(特 に比較的に1人 当りGDP水 準が高 く且つ平準化 している狭域の長江デ

ルタ)地 域 はまとまった地域経済圏 として連動しているように考えられる。

そしてその条件 は, ① 上海経済の復活並びに産業構造の高度化 による地域成長中心の創出,
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②80年 代の成長地域である 「江浙モデル」地域のバ ックアップ, ③ 国有企業改革の本格化 に代

表 される市場化体制の整備の三つにまとめることができる。③ について,「非国有セクター」要因

の背景を考察する時 に触れたが,こ こで① と② について考察 を行 う。

まず上海の都市機能高度化のための政策手段を考察する。「国際的金融 ・貿易 ・経済センター」

を目指す上海市には,「浦東開発」を起爆剤に,各 種の開発 区が集中するようになった。都市機能

を高度化させ るために,市 街地においては,黄 浦江を挟んだ外灘金融街 と浦東新区の 「陸家階金

融貿易区」は上海市の新たな中央商務 区に成長 しつつある。郊外区には 「ハイテク産業開発区」,

「新興産業開発 区」,「私営開発区」,郊 外県には都市型「現代農業開発区」が設置 された。更に,「経

済協力区」の編成 により,長 江デルタ,長 江流域の他の地域 との連携が進んできた[3]。

表7に は90年 代の上海市 と江蘇省,浙 江省の産業構造の特徴 を示した。90年 代の上海GDP成

長 は第三次産業の成長により支えられていることが分かる。更 に上海市の第三次産業の内訳によ

ると,交 通 ・運輸 ・郵政通信業,卸 売 ・小売業 ・飲食業,金 融保険業 は90年 代を通 じて主な業種

である。その中, 95年 前後期 とも安定且つ高い成長率 を保 ったのは金融保険業である。都市機能

の高度化により上海市 は長江デルタ都市経済圏の中核的な役割 を担うようになっている。

一方,江蘇省 と浙江省において, 90～95年 の第3次 産業成長率は上海市 と同水準であったが, 95

～98年 の成長率は上海市を大幅 に下回った。しか もその内訳の何れの項目についても大幅な低下

を見せた。一方,第2次 産業の成長率については, 90年 代を通 じて,江,浙 両省が上海市を上回っ

た。要す るに, 90年 代の長江デルタ2省1直 轄市には産業構造面での機能分担の様子が見 られる。

表7　 上海直轄市,江 蘇省,浙 江省 の産業部門別GDP成 長率

注:『 上海経済年鑑』,『上海統計年鑑』,『江蘇統計年鑑』,『浙江統計年鑑』各年版に よる計算,整 理。
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それは,長 江デルタ地域が一つのまとまった経済圏 として機能することを進めるもの と考えられ

る。

4.2中 枢管理機能 と階層構造について

日本 において都市(地 域)の 中枢管理機能に対する研究が盛んになった背景 には,昭 和30年 代

の経済の高度成長が人口 ・産業の地域,特 に都市への集中を促し,企 業の立地にも大きな影響 を

与えた事実があった。なお,都 市中枢管理機能は 「経済的機能」,「行政的機能」,「文化 ・社会的

機能」 に大別できるが,「 経済的機能」は更 に,「金融 ・保険業」,「卸売 り業」,「事業所支援」に

細分類できる。

80年 代の 「改革・開放」政策 を打ち出して以来,中 国では二桁の経済成長率を達成 し, 96年 の

アジア金融危機以後 も8%のGDP成 長率を保ち続けてきた。沿海部,そ して都市に産業 ・人 口の

集中が見 られ,市 場化の波の中で地域の再編が進んでいる。その中,地 域経済中心が成長 しつつ,

都市機能の分化,都 市中枢管理機能の集積などが見 られつつある。本論文では,「経済的機能」の

うち,よ り高度 な機能 を持つ 「金融 ・保険業」に着目して分析を行 うことにした。世界経済の流

れから見ると,開 放経済のもとでは金融機能の地域経済における役割が大きいと考えられ るため

である。

これまでの中国の国有銀行は政府の行政機構 と並行 して設置されてきた。そのため,自 己業務

発展のための合理的な枠組みを形成することができなかった。つまりこれまでの金融機構は一種

の国家指令的な金融システムであった。そこで, 80年 代以降新たに出現 したのが 「商業銀行」で

ある。 これらの銀行は株式会社の組織形態を取 り,中 央銀行の監督下で自主経営,相 互競争,そ

して自己 リスクを負 う。勿論,支 店立地 も地域経済のニーズにこたえ自主的に行われる。従って,

本論文ではこのような地域経済に怜悧 に反応 し,支 店立地 と業務展開を図る商業銀行を検討の対

象 に選んだ。

なお, 95年 に 「中国人民銀行法」が成立 し,中 国人民銀行を中央銀行 とし,従 来の4大 国有銀

行 を商業銀行化させ る政策方針が打ち出された。

4.3商 業銀行の支店配置関係から見た長江デルタ都市群の階層構造

96年 まで成立 した14商 業銀行の中で,上 海 に本店を置 くのは 「上海交通銀行」(全 国的商業銀

行)と,「 上海浦東発展銀行」(地 域的商業銀行)の 二行である。96年 に,二 行が14行 の中で占め

る総資産,預 金,貸 出の割合は,い ずれも50%前 後を占め,税 引き前の利益は更に82.27%に 達

している[25]。

図6に 示す 「上海浦東発展銀行支店配置ネットワーク」によると,北 京,重 慶,広 州 という三

つの分行 を除けば,他 の四つの分行(南 京,杭 州,寧 波,蘇 州)が すべて狭域の長江デルタに立

地していて,管 轄する支行はほぼ狭域のデルタ14都 市を包括 している。そして展開 している業務

の面を見て も,人 民幣 と外貨の両方を取 り扱 う分行 と支店の数については,上 海のほか,南 京,杭
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図6　上海浦東発展銀行の国内支店配置
注 (1) ●:人 民幣取扱 い業務(預金,貸 付 け,決 算,貯 蓄等),及 び中国人民銀行が批准 した代理業務

■:外 貨取扱 い業務(預 金,貸 付 け,送 金,両 替等),及 び中国人民銀行が批准 した代理業務

(2)浦 東発展銀行 ホームページにより作成

州,寧 波,蘇 州の順で集中している。

4.4「 金融総合指標」から見た長江デルタ都市群の階層構造

日本の国土計画協会 『都市機能の地域的配置に関する調査』(昭 和42年3月)に おいて用いら

れた分析方法を参考 に,表8を 作成した。具体的には, 1995年 の 「金融機関店舗数」,「国家銀行

預金残高」,そ して 「保険契約掛け金」の三つにより 「金融総合指標」 を作 り,長 江デルタ21都

市の金融機能及び順位 を示したものである。その結果,上 海の金融機能は全地域 の26 .42%を 占

め,そ の後南京,杭 州,寧 波,蘇 州の順で続いている。つまり,「金融総合指標」から見た都市階

層構造 は,上 海浦東銀行の支店配置から見た都市階層構造 とかなりの一致性を示 している。

5.日 本47都 道府県との比較分析

5.1比 較対象に関する説明

本論文においては,長 江デルタ諸都市 と日本の47都 道府県 との比較分析 を行 う。後者は前者 と

対等の地域単位ではないように見 られるが,長 江デルタ諸都市 と日本47都 道府県間には,次 のよ

うな点で類似性があると考 える。

① 総面積 と総人口:広 域の長江デルタの総面積は日本の3分 の2弱 であり,総人 口は日本 とほ

ぼ同水準である。② 地域単位の平均面積 と平均人口:日 本都道府県の平均面積は長江デルタの

都市よりやや小さい(前者 は0.8万km2,後 者は1万km2)。 長江デルタ都市の平均人口は日本都

道府県の2倍 強を有 している。③ 地域単位の性質:中 国の都市は 「市が県を指導す る体制」を実
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表8　長江 デルタ21都 市金融機能 ・順位

 (全地域=100)

注 (1) A:金 融機 関店舗数(店); B:銀 行預金残高(億 元);

 C:保 険契約掛金額(億 元)

(2)『 中国富力』97年 版 によ り計算,整 理。

施 している。図7で 示すように,広 域都市行政区域には,「中心市街地」のほか,幾 つかの 「県級

市」と幾つかの 「県」(農 村 を中心 とした地域)を 包括するのが一般的である。従って,長 江デル

タの広域行政都市は,日 本の 「市」よりも多数の市町村 を包括する日本の 「県」により似ている

と考 えられる。

5.2都 道府県間地域格差の実態

47都 道府県の1人 当 りGDP格 差の分析結果を図8に 示すが,そ の特徴 として, 60～70年 及び

90年 に,そ れぞれ格差が大 きくなる二つのピーク期 を迎えている。明 らかに高度成長 とバ ブル経

済の影響であると考 えられる。

5.3都 道府県間地域格差の規定要因分析

ここでも長江デルタ諸都市の格差規定要因分析 と同じように,重 回帰分析 を行 う。用いる分析

モデルは式(1)と 同様である。 ここで,被 説明変数Yは1人 当 りGDPで あり,説 明変数 は,で
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図7　 中国の 「市が県 を指導す る体制」 を実施 する都市 の構造

注: (1)こ の体制 を実施する都市 は,「直轄市」 と 「地級市」 に大別で きる。

(2)点 線部分 は,一 級の行政機 関で はな く,上 位行政機関の出先機関である。

図8　 47都 道府県における1人 当 りGDP(名 目)格 差 の推移

きる限 り同様 な 「格差規定候補要因グループ」を作成 したが,日 本の場合,「 非国有工業」に相当

する項目がないため,「政府サービス業」という指標を補充することとした。その理由は以下の通

りである。

長江デルタ都市間格差の規定要因に 「非国有工業」 を導入したのは,多 くの既往研究により明

らかになっているように,「改革 ・開放」以来,「 非国有セクター」が中国の経済成長の牽引車に

なっているか らである。既 に述べたように,長 江デルタにおいては,上 海 のような従来の国有企

業中心の地域 もあれば,江 蘇 ・浙江省のような非国有セクター中心の地域 もある。従って,こ の

ような地域が併存 している長江デルタに 「非国有セクター」項 目を候補説明変数に導入 しようと

した。一方,中 国の統計において,経 済全体 としての「非国有セクター」の統計項 目がないが,工

業総生産の中に 「非国有工業」 という分類がある。それを代理変数 として使 うこととした。

日本の場合 も,経 済成長に対する正の規定力を持つ要因を求めつつ,既 に述べた ように,日 本
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の1人 当 りGDP格 差が小さいことか ら,人 口集積の大 きさが経済成長 と関連性が高い と考 えた。

そこで,幾 つかの試行錯誤 の末,人 口の集積 と比例 していると見 られる「政府サービス業」がGDP

に対する規定力が大 きかったため,そ れを格差候補規定要因に加 えることとした。

以上 により,日本における地域格差の候補説明変数は以下の7つ にまとめられる。① X1:第2

次或いは第3次 産業(億 円), ② X2:地 方財政歳入(億 円), ③ X3:政 府サービス業(億 円), ④

 X4:外 資企業生産額(95年 のデータだけを入手)(100万 円), ⑤ X5:非 農林業就業人口(千 人),

 ⑥X6:総 固定資本形成(10億 円), ⑦ X7:重 化学工業率(%)で ある。説明変数の選定 は逓減

法により随時再計算 したものである。また,各 候補説明変数の元データの単位が違 うため,得 ら

れた偏回帰係数の標準化 を行った。

分析結果を表9に 示す。これによると, 1人 当 りGDP格 差の要因は「第2次 或いは第3次 産業」

と「重化学工業率」の二つにまとめられる。そして この二つの要因は,何 れも中兼[13]に よるい

わゆる 「初期条件的要因」(経済構造)に 当たる。

ここで指摘 しておきたいのは,日 本の重化学工業 は50年 代以来大きく変化 し,つ まり産業域構造

の変革 を成 し遂 げた。戦後 日本は 「追い上げ戦略」のもとで,重 化学工業は素材型主導から消費

型へ と転身をはか り,し かも 「知識集約化」への道を進んできた。

重化学工業のような資本財産業の成長期が,一 国の高度成長期に重なることが多いのは,マ ク

ロ経済学の「加速度原理」(acce1eration principle)に 説明されたように,「資本が資本を呼ぶ」と

いう現象が好況 を高めるからである。

5.4 47都 道府県か らなる地域の階層構造分析

(1)第 一勧業銀行の支店配置か ら見た地域階層

表10に は第一勧業銀行支店数の地域域構成比 を時系列で示 した(支店別の職員数には大差がない

ため,考 慮 しないことにした)。 この中では次のような特徴が見 られ る。(i)東 京の地域構成比は

77年 の40.38%か ら95年 の43.1%へ と上昇,そ の後やや低下 した。その他の関東地域,特 に東京

圏の諸地域域も上昇傾向にあった。(ii)大 阪については77年 以降,順 位 を3位 に下 げ,構 成比 も低

下の一途 を辿ってきた。その他の関西圏諸地域 も低下の傾向を見せた。(iii)支 店数が一つしかな

い地域の数はあまり変わらなかったが,そ の域構成比は, 0.32%か ら0.28%へ と下 げてきた。つま

り地域集中度の高まりを窺わせた。

(2)「 金融総合指標」で示した地域階層の時系列変動

表11は,表8と 同じ手法 を用い,「 金融機関数」,「預金残高」,「保険契約掛 け金」 という三つ

の指標 を用いて金融総合指標を作 り,時 系列でその順位の変動 を示 した ものである。その結果,

(i)頂 点に立 った東京のほか,概 ね大阪,神 奈川,愛 知の順で第2階 層,そ の次に,埼 玉,兵 庫,

千葉,福 岡,北 海道,静 岡,広 島の順で第3階 層を検出することができた。(ii)「東京圏」の神奈

川,埼 玉,千 葉の上昇 と「関西圏」の愛知,兵 庫,京 都等の低下は概ね確認できた。ちなみに,都

市銀行 を例に見た階層の特徴及び変動 とは,か な り一致 している。
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表10　 第一勧業銀行支店 数の地域構成比 ・順位

注: (1)他 の支店数1の 地域 を省略。構成 比 は各年代 の最後 の欄 と同値。

(2)『 日本金融名鑑』各年版 により整理,計 算。

5.5地 域格差に関する日中比較:類 似点 と相違点

地域格差に関する日中比較を通 じて,次 のような特徴がまとめられる。

(1)長 江デルタ都市間の1人 当 りGDP格 差は日本の約2倍 であ る。長江デルタ地域間におけ

る格差が大きいことは格差の規定要因に関係 し,そ してこの地域における階層構造 にも一定の影

響を与 えると考 えられる。

(2)格 差規定要因に関しては,日 本においては「第2次 或いは第3次 産業」と「重化学工業率」

という二つの 「初期条件的要因」に要約で きたのに対 して,長 江デルタの場合 は,「第2次 或いは

第3次 産業」が代表する産業構造の規定力 は98年 以外顕著ではな く, 85年 と90年 に規定力が

あった 「重工業」 についても94年 に規定力がな くなった。その代わ りに,「非国有セクター」が

代表する体制的要因,「体制」の影響が色濃 く残っている 「地方財政制度」のような政策的要因は

強い規定力を示 した。一方,比 較的に単純な政策要因である 「国家レベルの開発区」の設置は地

域格差の要因 として認 められなかった。
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(3)金 融機能 に関す る地域階層構造

① 日本の都市銀行の支店数 は,長 江デルタの商業銀行より遥かに多い。日本における金融機

能の周辺地域への浸透度の高さを示唆 している。

② 東京 を頂点にした日本の階層化 と上海 を頂点 にした長江デルタの階層化が類似 した様相 を

呈 している。但し,階 層間の差 を見ると, (i)日 本の場合,第1位 東京対第2位 大阪の倍率は, 65

年の2.12倍 か ら, 98年 の2.24倍 へ とやや上昇し,大阪対第3位 の倍率 は65年 の2.22倍 か ら98年

の1.27倍 へと縮小 した。(ii)長 江デルタの場合(95年),第1位 上海対第2位 南京の倍率は2 .99

倍であったのに対 して,南 京対第3位 の杭州の倍率は1.16倍 であった。

要するに, 60年 代以来,東 京の一極集中が進んで きたが, 90年 代の長江デルタの場合,上 海に

はそれ以上の金融機能の集中度を見せた。

6.お わ り に

最後に,本 論文において得 られた知見 と今後の長江デルタ地域開発に関わる政策課題をまとめ

る。

① 長江デルタの都市間における 「非国有セクター」格差 を解消すること,つ まり民営化 ・株

式化などを含む国有企業に対する改革は依然 として急務 になっている。一方,民 間企業の育成や

外資企業の誘致によって生ず る格差の発生 についても対策を検討しなければならない。そして「国

有セクター」改革は,「 国有セクター」 を取 り巻 く市場化体制の更なる整備を呼びかけている。

② 日本の 「非農林業就業人口」は,地 域間の格差要因になっていなかったのに対 して,長 江

デルタにおいて, 98年 の時点では,「非農業人 口」は 「非国有セクター」と共 に都市間格差 の主な

要因になっている。故に,都 市間の都市化進行 を如何 に調節す るかが当面の課題である。先行研

究の中で,中 国の格差間題の核心は農村部門間の格差であるという指摘 もあるように,中 国の広

域都市行政区域(「 市が県を指導する体制」)に 含まれている農村地域間の格差が,デ ルタ都市間

の格差 に大 きく影響していることが明らか となった。

③ 一国の経済発展に重化学工業の役割が大 きい ことが日本の事例研究で明らか となった。長

江デルタを含む中国における重化学工業 は,国 有企業 との結合によって, 80年 代以来市場経済の

波に取 り残され,次 第に活気 を失った。一方,軽 工業は,外 資企業(「 広東モデル」)や 郷鎮企業

(「江浙モデル」)との結合により, 80年 代 に大 きな発展 を遂 げた。しかし軽工業だけが発展 を遂げ

た産業構造ではアンバランスを生じ,限 界 を感 じさせた。従来型の国有企業 と重化学工業間 との

間で高い相関が存在するため,今 後国有企業に対する改革を進 めると同時に,如 何 に重化学工業

を発展させるかは重大な課題 となっている。

④ 中国にとって,地 域域全体のレベルアップに繋が る地域格差の解消は,「循環的・累積的貧困」

を打破す るための地域経済圏の形成 と切って も切れない関係にあることは,長 江デルタの事例で

確認で きた。一方,地 域経済圏を形成させ るには,地 域成長中心の創出が重要であることも本論

文 において示した ところである。
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90年 代,政 策的手段 による上海 という 「成長中心地」の創出に,初 期期的な成功 を収めた と言え

るが, 90年 代の上海には,東 京以上の(金 融機能)集 中度 を見せたことか ら,こ れか ら如何 に引

続 き政策的な手段 を使って,上 海以外の南京,杭 州,寧 波,蘇 州などの各都市をサブ成長中心 と

して育成 してい くかは,長 江デルタ都市経済圏を健全化させる要件 とも言える。

参考文献(中 国の人名はピンインの発音に準 じる)

[1] Azizur Khan et al., "Household Income and Its Distribution in China," in The Distribution of 
Income in China, ed., Keith Griffin and Zhao Renwei (New York: St. Martin's Press. 1993).

[2] Benjamin Higgins and Donald J. Savoie "Regional Economic Development: Essays in honour of 
Francoi Perroux", Boston: Unwin Hyman, 1988.

[3] 陳雲 「中国における経済区の研究」(広島大学大学院国際協力研究科 ・修士論文, 1998. 3).

[4] 陳宗勝 『経済発展中的収入分配』(上海三聯書店,上 海人民 出版社1995) p 214～262。

[5] 杜進 「中国の経済改革 と都市部門の所得分配」(ア ジア経済研究所 『アジア経済』1992. 1, 2)。

[6] ハー シュマ ン(A. O. Hirschnan)著,麻 田四郎訳 『経済発展 の戦略』(厳松堂出版1961)。

[7] 胡鞍鋼 ・王紹光著 『中国地 区差距報告』(遼 寧人民出版社1995)。

[8] 稲村頼司ほか 「第2世 代 の改革戦略 をどう評価す るか」(『ESP』1999. 6)。

[9] 加藤弘之 『中国の経済発展 と市場化-改 革 ・開放時代 の検証』(名古屋大学出版社97年)。

[10] 孟建軍 ・川畑康冶 「中国にお ける投資効率 と地域の経済成長」(『世界経済評論』1998. 6)。

[11] ミュルダール(G. Myrda1)著,小 原敬士訳(『経済理論 と低 開発戦略』東洋経済新報社1959)。

[12] 中兼津和次 「中国の地域域格差 の構造 とそのメカニズ ム」(総 合研究 開発機構 『中国経済改革の新展開』

1996)。

[13] 中兼津和 次「中国の地域格差 とその構造-問 題の整理 と今後の展開 に向 けて」(アジア経済研究所 『ア

ジア経済』1996. 2)。

[14] 澤田 清編 『地理学 と社会』(東京書籍1990, 170頁)。

[15] 佐藤 宏 「村落 レベルにおける所得分配」(中兼津和 次編 『改革以後 の中国農村社会 と経済-日 中共

同調査 による実態分析』(筑 波書房1997)。

[16] Scott Rozelle, "Rural Industrialization and Increasing Inequality: Emerging Patterns of China's 

Reforming Economy," Journal of Comparative Economics, vol. 19, 1994, pp. 362•`391.

[17] 高井潔司 ・藤野 彰編 『上海 ・長江経済圏』(亜紀書房1996. 10) 35頁.

[18] 渡辺利夫 「中国の市場経済化 は何 を帰結 したか-地 域間経済力分配構造の変化 に関する一考察」(国

際問題研究所 『国際問題』No. 427, 1995. 10.)。

[19] 呉軍華 「格差変化 の要因分析」(『中国の地域経済格差 と地域経済開発 に関す る実証研究-中 国の地域

経済 開発(2)』)(総 合研究 開発機構1995)。

[20] 呉軍華 「改革期期にお ける成長地域の類型化」(同上[19])。

[21] 于毅波 「中国における地域格差変動 の構造分析」(一 橋大学研究年報 「商学研究」(97, vol. 38)。

[22] 張平 「中国の移行期 における所得分配」(中 兼和津次 ・三輪芳郎編 『市場の経済学-新 しい市場 を求

めて』(有 斐閣1999)。

[23] 鐘非 「中国都市部 にお ける実質所得 の不平等」(『アジア経済』98年11)。

[24] 『中国経済年鑑1991年 版』,『中国百科年鑑1991』,『 中国統計年鑑1991』。

[25] 『中国金融統計年鑑』97年 版。

[26] 『中国統計年鑑1993年 版』(152頁)。



134　 陳 ・戸 田

The Economic Development and Regional

Difference of the Yangtze River Delta

Yun CHEN* and Tsunekazu TODA**

The aim of this paper is to make a quantitative analysis of the economic difference 
among cities within the Yangtze River Delta and its causes behind it. It shows that in 
the 90's the overall status of the Yangtze River Delta heightened as against the other 
areas of China, while its regional difference diminished. Moreover, the layer structure 
of the Yangtze River Delta economic sphere in the 90's is becoming clear. For the 
clarification of the future development scheme of the Yangtze River Delta, this paper 
analyzed the economic development in Japan after the war as a frame of reference. 
Through this comparative analysis between the Yangtze River Delta urban areas and the 
47 prefectures of Japan, their similarities and differences are clarified and some sugges
tions are made for the policies.
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